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1　KYOSHA Report

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び
申しあげます。

平素は格別のご高配を賜り誠にありがたく厚く御
礼申しあげます。

さて、第50期（平成19年４月１日から平成20年
３月31日まで）における営業の概況ならびに決算の
内容をご報告申しあげます。

当連結会計年度における世界経済は、原油等原材
料価格の高止まり、米国サブプライムローン問題に
よる金融市場の混乱が続き減速感を強めましたが、
中国をはじめとするアジア経済の成長により、全体
としては緩やかな拡大傾向で推移しました。 

わが国経済は、企業の設備投資や輸出の増加によ
る景気回復が続きましたが、米国経済の先行き不透
明感の増大や公共投資抑制の影響のほか、年明けか
らの急激な円高の進行と株価の下落等により景気の
後退局面に入り、企業業績への影響が懸念される状
況となりました。 

プリント配線板業界におきましては、薄型テレビ
などの映像関連分野、デジタルカメラ、家庭用ゲー
ム機などのアミューズメント機器や自動車関連分野
を中心に需要は堅調に推移しましたが、原材料価格
の高止まりや価格競争の激化等により市場は依然厳
しい状況が続いております。 

このような情勢の中で当社グループは、グローバ
ル体制を活かした拡販に努めるとともに、生産効率
改善のための投資を進めるほか、製造経費の削減等
原価の低減を推進し、収益力の強化に努めてまいり
ました。 

この結果、片面プリント配線板は、事務機器や薄
型テレビ等の映像関連分野、自動車関連分野が引き
続き好調に推移し、両面プリント配線板は、自動車
関連分野やアミューズメント分野を中心に受注が増
加したことにより、売上高は17,304百万円と前連結
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　 1．企業集団の事業の経過及びその成果
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KYOSHA Report　2

会計年度に比べ1,433百万円（9.0％）の増収となり
ました。

損益につきましては、主に売上高の増加により、
営業利益は前連結会計年度に比べ78百万円（11.7％）
増の746百万円となり、経常利益は、前連結会計年
度に比べ194百万円（27.8％）増の891百万円となり、
当期純利益は前連結会計年度に比べ259百万円

（129.2％）増の459百万円となりました。

当連結会計年度中の設備投資の総額は358百万円
であり、その主なものは次のとおりであります。

当連結会計年度中に完成した主要な設備
京写広州　　　設計用レーザープロッター

　　　　　　　　従業員寮
上記設備投資の資金は、自己資金及び借入金によ

っております。

当社グループはグローバル市場において顧客満足
を第一とし、「地に足のついた経営」を進め持続し
た成長を目指すことを基本とし、そのために以下を
経営基本方針といたしております。
　①　 すべての事業活動において「安全の確保、法

令の遵守、環境保全」を最優先する。
　②　 顧客のニーズに応え、新技術、新工法の開発

と品質向上にたゆまぬ努力を傾注する。

　③　 選択と集中を進め、自社の強みを活かした分
野に経営資源を集中する。

また中長期的な会社の経営戦略として、片面・両
面プリント配線板につきましては、コア事業とし
て、低コスト生産、品質向上に一層注力し、新製
品・新工法の開発も含め経営資源の重点配分を行い
ますが、より付加価値の高い分野につきましても、
アライアンス活用等により、自らもその開発に参画
し技術力の獲得と市場供給力の確保に努める所存で
あります。

今後につきましては、上記戦略を推進する上で、
　①　技術開発と品質向上の充実・強化
　②　ＩＴ化推進を軸とした経営の一層の合理化
　③　 海外拠点の拡充とグローバル経営管理の強化
　④　 グローバル経営を担う創造力豊かな人材の育成
　⑤　 第２・第３の柱となる新たな事業の発掘と育成
　⑥　 コンプライアンスとリスク管理を柱としたＣ

ＳＲ活動の推進と内部統制機能の強化
を重点課題といたしまして対処していく所存であり
ます。

株主の皆様方におかれましては、今後ともなお一
層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

平成20年６月 代表取締役社長
児嶋雄二

　 2．企業集団の設備投資及び資金調達の状況

　 3．企業集団が対処すべき課題
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3　KYOSHA Report

連 結 財 務 諸 表

（単位：千円） （単位：千円）●連結貸借対照表
期　　別

科　　目

当連結会計年度 前連結会計年度 期　　別

科　　目

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成20年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

金　額 金　額 金　額 金　額

【資産の部】 【負債の部】
流動資産 6,401,376 6,237,807 流動負債 6,189,191 6,762,637

現金及び預金 2,141,971 1,646,973 支払手形及び買掛金 2,842,262 2,566,235
短期借入金 2,119,627 2,740,369
1年以内返済予定の長期借入金 709,202 765,465
1年以内返済予定のリース債務 51,180 110,829
未払法人税等 68,125 81,927
賞与引当金 74,587 79,547
その他 324,206 418,263

固定負債 1,524,041 1,768,754
長期借入金 1,227,731 1,420,722
リース債務 63,254 127,593
繰延税金負債 6,885 23,029
退職給付引当金 35,718 38,138
役員退職慰労引当金 140,650 131,230
負ののれん 49,801 28,040

負債合計 7,713,233 8,531,391

【純資産の部】
株主資本 2,460,940 1,998,810

資本金 1,102,433 1,101,137
資本剰余金 1,152,432 1,151,148
利益剰余金 206,349 △253,474
自己株式 △273 ─

評価・換算差額等 △2,324 176,003
その他有価証券評価差額金 10,458 47,972
繰延ヘッジ損益 △2,236 △218
為替換算調整勘定 △10,547 128,248

少数株主持分 119,562 104,308
純資産合計 2,578,178 2,279,122

受取手形及び売掛金 2,635,840 3,051,280

たな卸資産 1,322,645 1,226,699

繰延税金資産 221,994 170,928

その他 164,760 198,227

貸倒引当金 △85,835 △56,302

固定資産 3,890,035 4,572,706

有形固定資産 3,316,274 3,569,682

建物及び構築物 1,009,268 966,511

機械装置及び運搬具 1,694,502 1,915,689

土地 445,482 452,455

建設仮勘定 14,551 120,184

その他 152,469 114,841

無形固定資産 13,847 19,254

投資その他の資産 559,913 983,770

投資有価証券 97,088 192,328

繰延税金資産 146,004 400,994

その他 316,820 392,584

貸倒引当金 ─ △2,137

資産合計 10,291,412 10,810,514 　 負債及び純資産合計 10,291,412 10,810,514
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期　　別

科　　目

当連結会計年度
平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

前連結会計年度
平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

金　額 金　額

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,717,682 846,782

投資活動によるキャッシュ・フロー △274,956 △200,650

財務活動によるキャッシュ・フロー △836,715 △869,422

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112,784 3,722

現金及び現金同等物の増減額 493,225 △219,567

現金及び現金同等物の期首残高 1,612,167 1,831,735

現金及び現金同等物の期末残高 2,105,393 1,612,167

期　　別

科　　目

当連結会計年度
平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

前連結会計年度
平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

金　額 金　額
売上高 17,304,845 15,870,921
売上原価 14,434,221 13,204,330
売上総利益 2,870,623 2,666,590
販売費及び一般管理費 2,124,281 1,998,299
営業利益 746,342 668,290
営業外収益 381,142 296,593
営業外費用 236,298 267,730
経常利益 891,186 697,153
特別利益 22,299 4,297
特別損失 39,088 68,188
税金等調整前当期純利益 874,397 633,262
法人税、住民税及び事業税 186,694 146,107
法人税等調整額 214,296 264,629
少数株主利益 13,582 21,943
当期純利益 459,823 200,582

（単位：千円）（単位：千円）●連結損益計算書 ●連結キャッシュ・フロー計算書

●連結株主資本等変動計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで） （単位：千円）

株　主　資　本 評価･換算差額等
少数株主
持　　分

純　資　産
合　　計資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 　 　 益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高 1,101,137 1,151,148 △253,474 ― 1,998,810 47,972 △218 128,248 176,003 104,308 2,279,122

連結会計年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 1,296 1,284 2,580 2,580

当期純利益 459,823 459,823 459,823

自己株式の取得 △273 △273 △273

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △37,513 △2,017 △138,796 △178,327 15,253 △163,073

連結会計年度中の変動額合計 1,296 1,284 459,823 △273 462,130 △37,513 △2,017 △138,796 △178,327 15,253 299,056

平成20年3月31日残高 1,102,433 1,152,432 206,349 △273 2,460,940 10,458 △2,236 △10,547 △2,324 119,562 2,578,178
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5　KYOSHA Report

単 独 財 務 諸 表

（単位：千円）●貸借対照表

（注）貸借対照表の前期の資本の部については比較の便宜のため、改正後の財務諸表
規則により表示しております。

（単位：千円）

期　　別

科　　目

当事業年度 前事業年度 期　　別

科　　目

当事業年度 前事業年度
（平成20年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

金　額 金　額 金　額 金　額

【資産の部】 【負債の部】
流動資産 2,663,373 2,362,953 流動負債 2,734,634 3,027,166

現金及び預金 773,514 559,531 支払手形 836,331 766,123
買掛金 514,712 482,630
短期借入金 760,000 1,060,000
1年以内返済予定の長期借入金 342,924 441,294
未払金 137,084 116,227
未払費用 45,978 46,593
未払法人税等 15,177 18,345
賞与引当金 73,568 78,550
その他 8,857 17,402

固定負債 1,009,329 949,316
長期借入金 868,202 811,126
リース債務 477 6,960
役員退職慰労引当金 140,650 131,230

負債合計 3,743,963 3,976,483

【純資産の部】
株主資本 3,266,154 3,026,227

資本金 1,102,433 1,101,137
資本剰余金 1,152,432 1,151,148

資本準備金 1,152,432 1,151,148
利益剰余金 1,011,562 773,942

利益準備金 44,910 44,910
その他利益剰余金 966,652 729,032

特別償却準備金 ─ 281
別途積立金 375,000 375,000
繰越利益剰余金 591,652 353,750

自己株式 △273 ─
評価・換算差額等 8,222 47,754

その他有価証券評価差額金 10,458 47,972
繰延ヘッジ損益 △2,236 △218

純資産合計 3,274,377 3,073,981

受取手形 181,587 113,628
売掛金 829,813 894,698
製品 158,216 129,680
原材料 102,071 115,794
仕掛品 115,581 90,509
貯蔵品 5,464 4,093
繰延税金資産 196,855 161,587
関係会社短期貸付金 15,000 10,000
未収入金 259,340 261,487
その他 25,926 21,941

固定資産 4,354,967 4,687,511
有形固定資産 751,914 723,536

建物及び構築物 202,757 170,143
機械装置及び運搬具 178,058 163,428
工具器具及び備品 35,842 24,495
土地 333,925 333,332
建設仮勘定 1,331 32,136

無形固定資産 13,736 19,143
ソフトウェア 10,464 15,871
電話加入権 3,271 3,271

投資その他の資産 3,589,317 3,944,831
投資有価証券 97,088 186,212
関係会社株式 3,072,208 3,088,355
長期前払費用 ─ 17,976
繰延税金資産 183,353 363,947
保険積立金 190,979 265,704
その他 45,686 24,772
貸倒引当金 ─ △2,137

資産合計 7,018,340 7,050,464 負債及び純資産合計 7,018,340 7,050,464
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　 主な子会社（平成20年6月26日現在）

名　　称 所　在　地

子会社

京写香港 中華人民共和国　香港特別行政区

上海営業所 中華人民共和国　上海市

京写広州 中華人民共和国　広東省　広州市

京写ノースアメリカ アメリカ合衆国　カリフォルニア州
サンディエゴ市

京写インドネシア インドネシア共和国　ブカシ県
リッポーチカラン市

マレーシア事務所 マレーシア　セランゴル州
ペタリングジャヤ市

株式会社メタックス 京都府久世郡久御山町

三和電子株式会社 岡山県津山市

●損益計算書
期　　別

科　　目

当事業年度
平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで

前事業年度
平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

金　額 金　額
売上高 6,922,782 6,677,920
売上原価 5,644,207 5,417,960
売上総利益 1,278,575 1,259,959
販売費及び一般管理費 1,127,056 985,976
営業利益 151,518 273,982
営業外収益 358,026 175,081
営業外費用 76,333 54,169
経常利益 433,211 394,894
特別利益 20,418 1,925
特別損失 36,290 34,221

　税引前当期純利益 417,339 362,599
法人税、住民税及び事業税 17,382 16,919
法人税等調整額 162,336 △6,428

　当期純利益 237,620 352,108

（単位：千円）

●株主資本等変動計算書（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで） （単位：千円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産
合　計資本金

資　本
剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・換算
差額等合計資　本

準備金
利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

特　別
償　却
準備金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

平成19年3月31日残高 1,101,137 1,151,148 44,910 281 375,000 353,750 773,942 ─ 3,026,227 47,972 △218 47,754 3,073,981

事業年度中の変動額
新株の発行

（新株予約権の行使） 1,296 1,284 ─ 2,580 2,580

特別償却準備金の取崩 △281 281 ─ ─ ─

当期純利益 237,620 237,620 237,620 237,620

自己株式の取得 △273 △273 △273
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △37,513 △2,017 △39,531 △39,531

事業年度中の変動額合計 1,296 1,284 ─ △281 ─ 237,901 237,620 △273 239,927 △37,513 △2,017 △39,531 200,395

平成20年3月31日残高 1,102,433 1,152,432 44,910 ─ 375,000 591,652 1,011,562 △273 3,266,154 10,458 △2,236 8,222 3,274,377
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株主メモ

発行可能株式総数	 58,000,000株
発行済株式の総数	 14,624,000株
株主数	 1,036名
大株主

1.	主要な事業内容
当社は、プリント配線板の製造・販売を主要業務としてお
ります。

2.	主要な営業所及び工場

　 株式の状況（平成20年3月31日現在）

　 会社の概況（平成20年3月31日現在）

　 取締役及び監査役（平成20年6月26日現在）会 社 概 要

株 主 名 持株数 出資比率

株 %
合名会社児嶋 2,048,000 14.0
児嶋　雄二 1,522,000 10.4
児嶋　照子 616,000 4.2
バンクオブニューヨークジーシーエムクライアントアカウント
ジェイピーアールデイアイエスジーエフイーエイシー 605,000 4.1

株式会社エヌビーシー 524,000 3.6
京写取引先持株会 524,000 3.6
日立化成工業株式会社 418,000 2.9
資産管理サービス信託銀行株式会社 384,000 2.6
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 373,000 2.6
児嶋　一登 352,000 2.4

3.	従業員数	 185名
（注）従業員数には、他社から当社への出向者１名を含めておりますが、当社

外への出向者13名、嘱託・パートタイマー等71名を含めておりません。

名　称 所　在　地
本社 京都府久世郡久御山町
西日本営業部門 京都府久世郡久御山町

中部営業所 愛知県小牧市
鳥取営業所 鳥取県鳥取市
九州営業所 熊本県玉名市

東日本営業部門 東京都台東区
静岡営業所 静岡県浜松市

京都工場 京都府久世郡久御山町
九州工場 熊本県玉名市

地　位 氏　名 担当及び他の法人等の代表状況等

代表取締役社長 児嶋　雄二

代表取締役専務 児嶋　一登 生産・技術統轄、海外統轄

取締役 桃井　　茂 経営企画・管理統轄

取締役 山田　敏雄 システム推進・戦略購買推進統轄、CSR担当

取締役 井上　秋人 営業統轄

取締役 日比　利雄 株式会社エヌビーシー　代表取締役社長

監査役 森本　正明 常勤

監査役 千田　　適 法律事務所 なみはや大和 代表（弁護士）

監査役 天野　雅之

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定時株主総会 毎年６月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日
中間配当金　　毎年９月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒183-8701　東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先）（住所変更等用紙のご請求）a0120－175－417
（そ の 他 の ご 照 会）a0120－176－417

（インターネット
ホームページURL）

http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/
service/daiko/index.html

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社　全国各支店
公 告 方 法 電子公告とし、当社ホームページ（http://www.

kyosha.co.jp/）に掲載いたします。但し、電子公
告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたし
ます。

（注）出資比率は、自己株式（950株）を控除して計算しております。
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